
綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の児童発達支援、放課後等デイサービス及び障害児相談支

援を行う施設（以下「障害児通所支援施設等」という。）が障害児通所支援施設等

における性被害を防止するための設備を設置するために必要な費用に対し補助金を

交付することについて、綾瀬市補助金等に係る予算の執行に関する規則（昭和５１

年綾瀬町規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 この要綱による補助金（以下「補助金」という。）の対象となる者は、市内

に所在する次の各号に掲げる施設の設置者又は当該施設の長とする。 

 (1) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下この条において「法」という。

）第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援を行う施設 

（2）法第６条の２の２第３項に規定する放課後等デイサービスを行う施設 

（3）法第６条の２の２第６項に規定する障害児相談支援を行う施設 

 （補助対象経費） 

第３条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、障害児通所

支援施設等における性被害防止対策を目的とする次に掲げる設備（以下「対象設備

」という。）を購入又は更新する事業（申請年度中に事業が完了したものに限る。

以下「補助事業」という。）に要する経費とする。ただし、国が定める他の補助金

等の対象となった事業に要した経費については、補助金の対象から除くものとする

。 

 (1) パーテーション 

 (2) 簡易扉 

 (3) 簡易更衣室 

 (4) カメラ 

 (5) 人感センサーライト 

 (6) その他市長が性被害防止に資すると認めるもの



（補助額の算出方法） 

第４条 補助金の額は、次に掲げる額のいずれか低い額とする。この場合において、

算出された額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるも

のとする。 

 (1) １００，０００円と補助対象経費のいずれか低い額に４分の３を乗じて得た額 

 (2) 総事業費から補助金その他の収入額を控除した額に４分の３を乗じて得た額 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防

止対策事業補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出

しなければならない。 

 (1) 対象設備の見積書の写し 

(2) 補助事業の内容を詳細に確認できる資料 

(3) 綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業計画書（第２号様式） 

(4) 綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業補助金申請額内訳書（第３号

様式） 

（交付条件） 

第６条 市長は、補助金の交付を決定する場合は、規則第６条の条件のほか、次に掲

げる条件を付するものとする。 

(1) 規則第１５条の規定により市長の承認を受け、補助に係る財産を処分すること

により収入があった場合は、その収入の全部又は一部を市長に返還すること。 

(2) 補助に係る財産については、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意

をもって管理するとともに、その効率的な運営を図ること。 

(3) 補助事業の完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除額が確定した場合は、消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額報告書（第４号様式）により速やかに市長に報告しなければなら

ないこと。この場合において、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額を市長に

返還すること。 

 （決定の通知） 

第７条 規則第７条の規定による通知は、綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対

策事業補助金（変更）交付決定通知書（第５号様式）によるものとする。 



（変更等の承認） 

第８条 規則第６条第１号又は第２号の承認を受けようとするときは、綾瀬市障害児

通所支援施設等性被害防止対策事業補助金変更（中止・廃止）承認申請書（第６号

様式）により、補助事業を変更し、又は中止し、若しくは廃止しようとする内容及

び理由を記載し、関係書類を添えて市長に提出するものとする。 

（申請の取下げ） 

第９条 規則第８条第１項の市長の定める期日は、交付の決定があったことを知った

日から起算して１０日を経過した日とする。 

（実績報告） 

第１０条 規則第１２条第１項の規定による実績報告は、綾瀬市障害児通所支援施設

等性被害防止対策事業補助金実績報告書（第７号様式）に、次に掲げる書類を添え

てするものとする。 

(1) 対象設備の納品書又は補助事業の領収書の写し 

(2) 補助事業の結果（対象設備の型番、設置した位置等）を詳細に確認できる資料 

(3) 綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業実績書（第８号様式） 

(4) 綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業補助金精算額内訳書（第９号

様式） 

（書類の整備） 

第１１条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした

帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備し、保管するもの

とする。 

２ 前項の帳簿及び証拠書類は、補助事業の完了の日（補助事業の中止又は廃止の承

認を受けた場合にあっては、その承認を受けた日）の属する年度の翌年度から起算

して５年間保管するものとする。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

  附 則 

 この要綱は、令和６年７月１６日から施行する。 

 



第１号様式（第５条関係） 

 

綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業補助金交付申請書 

 

                             年  月  日  

  

 

（宛先）綾瀬市長 

 

申請者 所 在 地 

名   称 

代表者氏名            

 

綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業補助金の交付を受けたいので、次

のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

１ 施設の名称 

２ 交付申請額              円 

３ 添付書類 

 (1) 見積書の写し 

(2) 事業の内容を詳細に確認できる資料 

 (3) 綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業計画書（第２号様式） 

 (4) 綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業補助金申請額内訳書（第３号

様式） 

  



第２号様式（第５条関係） 

 

綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業計画書 

 

施設の名称 
 

 

事業の内容 

 

総事業費                    円 

（うち、補助対象経費         円） 

事業の完了 

（予定）日 
年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第５条関係） 

綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業補助金申請額内訳書             （円） 

施設の名称 総事業費 

補助金その

他の収入予

定額 

差引額 
補助対象 

経費 
補助基準額 補助基本額 交付申請額 

① ② ③ ④（②-③） ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

        

（記載上の注意） 

１ ⑦欄は、次に掲げる額のどちらか少ない額を記載すること。 

 (1) ⑤欄と⑥欄を比較し、最も少ない額に４分の３を乗じて得た額 

 (2) ④欄の額 

２ ⑧欄には、⑦欄の額（１，０００円未満の端数を切り捨て）を記載すること。 



第４号様式（第６条関係） 

 

年    月    日 

  （宛先）綾瀬市長 

 

                            補助事業者 所 在 地 

                     名   称 

                     代表者氏名            

 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

        年    月    日付けで交付決定を受けた      年度綾瀬市障害児通所支援施

設等性被害防止対策事業補助金に係る消費税仕入控除税額について、次のとおり報告

します。 

 

１  補助金の額の確定額                                  円 

  

２  消費税の申告の有無（どちらかを選択）  有    ・    無 

 

（２で「無」を選択の場合は以下不要） 

３ 消費税仕入控除税額の計算方法（どちらかを選択）一般課税 ・ 簡易課税 

 

（３で「簡易課税」を選択の場合は以下不要） 

４ 補助金の額の確定時に減額した消費税仕入控除税額       円 

 

５ 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額        円 

 

６ 補助金返還相当額（５から４の額を差し引いた額）       円 

（注）１ 別紙として積算の内訳を添付すること。 

   ２ 補助金返還相当額がない場合であっても、報告すること。 



第５号様式（第７条関係） 

 

綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業補助金（変更）交付決定通知書 

 

年  月  日  

 

         様 

 

綾瀬市長        □印  

 

年 月 日付けで申請がありました綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止

対策事業補助金の交付については、綾瀬市補助金等に係る予算の執行に関する規則第

５条（第９条）の規定により、次のとおり決定しました。 

 

１ 補助金額            円 

２ 補助条件 

(1) 事業の内容又は事業の経費の配分を変更しようとする場合は、速やかに市長の

承認を受けること。 

(2) 事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けるこ

と。 

(3) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合は、

速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

(4) 規則第１５条の規定により市長の承認を受け、補助に係る財産を処分すること

により収入があった場合は、その収入の全部又は一部を市長に返還すること。 

(5) 補助に係る財産については、事業の完了後においても善良な管理者の注意をも

って管理するとともに、その効率的な運営を図ること。 

 

 

 

 



第６号様式（第８条関係） 

 

綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業補助金変更（中止・廃止） 

承認申請書 

 

年  月  日 

 

（宛先）綾瀬市長 

 

補助事業者 所 在 地 

名   称 

代表者氏名            

 

年  月  日付けで交付決定を受けた綾瀬市障害児通所支援施設等性被害

防止対策事業補助金に係る事業を次のとおり変更（中止・廃止）したいので、関係書

類を添えて申請します。 

 

１ 変更の内容 

変更（中止・廃止）前 変更（中止・廃止）後 

  

 

２ 変更（中止・廃止）の理由 

 

３ 添付書類 

 

 

 

 

 



第７号様式（第１０条関係） 

 

綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業補助金実績報告書 

 

年  月  日 

 

（宛先）綾瀬市長 

 

補助事業者 所 在 地 

名   称 

代表者氏名            

 

年  月  日付けで交付決定を受けた綾瀬市障害児通所支援施設等性被害

防止対策事業補助金に係る事業の実績を次のとおり報告します。 

 

補助金所要額 補助金既交付決定額 

 

円 

 

円 

 

添付書類  

(1) 納品書又は領収書の写し 

(2) 事業の結果（設備の型番、設置した位置等）を詳細に確認できる資料 

(3) 綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業実績書（第８号様式） 

(4) 綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業補助金精算額内訳書（第９号

様式） 

 

 

 

 

 



第８号様式（第１０条関係） 

 

綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業実績書 

 

施設の名称 
 

 

設備の整備等の内

容 

 

総事業費                    円 

（うち、補助対象経費         円） 

整備等の完了日 
年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９号様式（第１０条関係） 

綾瀬市障害児通所支援施設等性被害防止対策事業補助金精算額内訳書            （円） 

施設の名称 総事業費 

補助金そ

の他の収

入予定額 

差引額 
補助対象 

経費 
補助基準額 補助基本額 

補助金 

所要額 

既交付決定

額 

① ② ③ ④（②-③） ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

         

（記載上の注意） 

１ ⑦欄は、次に掲げる額のどちらか少ない額を記載すること。 

 (1) ⑤欄と⑥欄を比較し、最も少ない額に４分の３を乗じて得た額 

 (2) ④欄の額 

２ ⑧欄には、⑦欄の額（１，０００円未満の端数を切り捨て）を記載すること。 

 


